
事業区分

通常分

重点支援・低所得者支援

重点支援・推奨事業

（単位：円）

うち
交付金充当額

1
低所得世帯価格高騰重
点支援給付金【低所得
者世帯給付金】

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響の負
担軽減目的とし、低所得者を対象に現金給付を行うことで、新型コロ
ナウイルス感染症対応を行うもの。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R５年度分の住民税非課税世帯931世帯×30千円＝27,930
千円
　事務費　　1,127千円
　　・職員時間外勤務手当 516,000円
　　・消耗品代　100,000円
　　・確認書等郵送用封筒代、パンフレット代　90,000円
　　・確認書等郵送代　300,000円
　　・振込手数料　121,000円
④R５年度分の住民税非課税世帯（931世帯）

長寿福祉課
重点支援・低
所得者支援

R5.6 R5.12 28,525,293 28,525,293

①ア.給付金支給総額　　 27,930,000円
　　　給付世帯数931世帯×30千円
　イ.関係事務費　　　　　　595,293円
　　　職員時間外勤務手当　　82,875円
　　　消耗品費　　　　　　　93,527円
　　　封筒印刷代　　　　　　81,917円
　　　郵送料　　　　　　 　234,784円
　　　振込手数料　　　　　 102,190円
②物価高に苦しんでいる低所得者（個人住民税非課税世
帯）への支援として必要な給付金を支給した。
③対象世帯数　969世帯
　給付世帯数　931世帯
　辞退世帯　　 13世帯
　給付率　　 97.4％

2
学校給食・生活支援臨
時交付金事業

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰に対応する
ため、学校給食が現給食費で品質を落とすことなく、栄養バランスを
保てるよう、物価高騰分相当額を含む給食費を各学校に補助し、無償
化とする。それにより、保護者の負担軽減を図ることができ、子育て
世帯の生活支援を行うことで新型コロナウイルス感染症対応を行うも
の。
②学校給食費１年分
③小学校　5,000円×11ヵ月分×473人＝26,015,000円
　 中学校　5,500円×11ヵ月分×214人＝12,947,000円
④学校給食（小学校、中学校）、町内小中学校に通う児童生徒及び保
護者

教務課
重点支援・推

奨事業
R5.6 R6.3 37,654,200 33,600,160

①学校給食費に係る物価高騰分相当額を含む給食費の無
償化及び生活支援
・総額　37,654,200円
（小学校）55,000円×457人＝25,135,000円
（中学校）60,500円×202人＝12,221,000円
（中津市立樋田小）30,800円（1人）
（中津市立耶馬渓中）34,300円（1人）
（特別支援学校）233,100円（5人）
②コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高
騰分相当額を含む給食費を無償化することにより、学校
給食の品質を落とすことなくこれまでどおりの給食が提
供でき、且つ保護者の負担軽減を図り、子育て世帯への
生活支援を行うことができた。
③100％
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事業区分内容

物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担の軽減を図る事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し支援を行う事業



（単位：円）

うち
交付金充当額

3
私立保育所給食材料費
緊急対策支援金事業

①コロナ禍における物価高騰が続く中、従来どおりの栄養バランスや
量を保った給食の提供を継続する経費は保育所の運営に支障を来すこ
とから、給食材料費等の物価高騰分の経費を補助し、保育所の事業継
続を支援する。
②事務的補助金　1,260千円
③3歳未満　750円×40人×12ヶ月＝360,000円
　3歳以上　450円×50人×12ヶ月＝270,000円　　合計　630,000円
　630,000円×2施設＝1,260,000円
④町内私立保育所

子ども未来課
重点支援・推

奨事業
R5.6 R6.3 1,428,840 714,840

①私立保育所入所児童
3歳未満児 1,050円/人×延べ  756人=793,800円
3歳以上児   630円/人×延べ1,008人=635,040円
②給食材料費の高騰による利用者負担額を抑制し、従来
通りの栄養バランスや量を保った給食を提供することが
可能になり、保育所の事業継続を支援することができ
た。
③100％

4
上毛町プレミアム商品
券事業補助金

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受
けた生活者に対して、商工会が発行するプレミアム付商品券の発行を
支援し、消費の下支えとすることで、新型コロナウイルス感染症対応
を行うもの。
②事務的補助金　10,191,000円
③発行予定額　50,000千円　プレミアム率30％のうち20％
　　50,000千円×20％＝10,000,000円
　　事務費　191,000円
④上毛町商工会

企画開発課
重点支援・推

奨事業
R5.5 R6.3 9,960,433 6,759,000

①販売総額　　　　　　50,000,000円
　プレミアム率30％　　15,000,000円
　販売率　100％
　換金率　99.51％（紙）
　　　　　99.97％（キャッシュレス）
②町内の事業者のみで使用できるプレミアム商品券を発
行することで、町内個人消費者へのプレミアム分の付与
及び町内事業者の売上高増を図った。販売率は100％を達
成し、地域経済の活性化につながった。
③100％

5
証明書コンビニ交付
サービス手数料減額事
業

①コロナ禍における新しい生活様式に対応したデジタルトランス
フォーメーションの推進のため、コンビニ交付サービスの手数料を一
件10円に減額することにより、マイナンバーカードの普及及び窓口対
応の減少を促進し、新型コロナウイルス感染症対応を行うもの。
②委託料　321千円
③一件あたり107円×3,000件＝321,000円
④町民及び町外在住で本籍を上毛町に置く者

住民課 通常分 R5.4 R6.3 370,305 60,000

①コンビニ交付サービス手数料
　338,655円（107円×3,165件）
②コンビニ交付サービスの手数料を減額することにより
コンビニ交付が増加し窓口対応の減少を図ることができ
た。
③105.5％

77,939,071 69,659,293
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